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事業戦略・研究開発戦略との連携事業戦略・研究開発戦略との連携

研究開発戦略

事業戦略

１ ．戦略的な権利（特許権・商標権・意匠権・著作権）の取得・維持・活用

事業・研究開発の促進を知的財産の側面から支えるべく、以下の施策を推進

３ ．トレードシークレットを含む情報管理の徹底

４ ．政策提言のための積極的な社外活動

５ ．戦略的な人材の育成と確保

２ ．他社権利を含む権利尊重のための取組

知的財産戦略

スタンダード戦略
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研究開発活動と知財戦略/ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ戦略研究開発活動と知財戦略/ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ戦略

ロードマップ

事業戦略

研究開発
テーマ設定

テーマ
評価

技術動向調査

分析マップ

研究開発
活動

進捗
レビュ

特許状況

技術
移管

特許評価

富士通
ﾋﾞｼﾞﾈｽﾕﾆｯﾄ

事業戦略

富士通
ﾋﾞｼﾞﾈｽﾕﾆｯﾄ

富士通
ﾋﾞｼﾞﾈｽﾕﾆｯﾄ

自主研究
のアイデア

研究委託

ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ戦略

知財戦略ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ戦略

知財戦略

ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ戦略

知財戦略

パートナー
との連携

パートナー

技術営業
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技術動向調査による知財戦略立案技術動向調査による知財戦略立案

特許の側面からのフィージビリティスタディによる、
知財戦略の織り込み
（１）自他の特許ポジションの調査・分析

事業の実現可能性、優位性/弱点の把握

（２）知財戦略の立案

＜攻め＞

自社の技術開発の方向性・特許取得計画、他社との

共同開発等の連携可能性の検討

＜守り＞

他社有力・要注意特許の侵害回避のための早期

（特許リスクの早期把握・管理）

事業シナリオ、ロードマップ、市場環境・標準化動向
等との重ね合わせが重要
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技術動向調査の方法技術動向調査の方法

検索ツール（Pasnet）

調査テーマの策定

対象特許の抽出

スクリーニング

分 析

考察・戦略立案 *富士通研究所がテキストマイニング技術を

応用し、開発した技術情報分析支援ツール。
特許・キーワード間の関連性をマップや
グラフとして可視化するなど、検索・分析作業
の効率化を実現。

分析ツール*（ACCENT/CiteFinder)
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ACCENTによる分析①ACCENTによる分析①

参入企業とその注力度の把握
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ACCENTによる分析②ACCENTによる分析②

要注意企業の特許保有状況の把握

A社

B社

C社

D社

E社

F社

G社

I社
H社

J社
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ACCENTによる分析③ACCENTによる分析③

A社

B社

C社

特許の課題・対象を軸に企業の強み弱みを分析し、競合他社が開発
していない領域への集中、自社に無い技術を持つ企業と提携模索する
ための参考として活用。
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ACCENTによる分析④ACCENTによる分析④

基本特許の把握と技術の系列、枝分かれ状況の把握
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標準化活動標準化活動
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拡大するスタンダードの領域拡大するスタンダードの領域

スタンダードのカバーする領域拡大と内容の高度化

管理スタンダード

環境スタンダード

品質スタンダード

セキュリティ･スタンダード

CSRスタンダード

スタンダードを握った企業が､有利な市場展開

スタンダード戦略､即ちビジネス戦略という業界･
企業も出てきている(モバイル等)

欧米のみならず､アジア諸国(特に中国)の経済成長

国際競争の重要ファクターとしてクローズアップ

国際スタンダードの時代

に対応してゆく戦略推進

技術スタンダード

コンポーネント､システム
デジュール､デファクト､オープン

業務プロセス･スタンダード
開発手法
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スタンダードがビジネスに及ぼす効果スタンダードがビジネスに及ぼす効果

スタンダードをビジネスに取り込む｢10の理由｣

製品とサービスを改善する

新規の顧客を呼び込む

競争力を高める

ビジネスにおける信頼を高める

ミスの発生を減らす

ビジネス･コストを減らす

製品の互換性を保つ

法令･規則を遵守する

物品の輸出を容易にする

成功の機会を拡大する

出典：British Standards Institutionのパンフレット

スタンダードは技術の質を裏打ちし､ビジネスを活性化するスタンダードは技術の質を裏打ちし､ビジネスを活性化する
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12

国際標準化が開始された90年代当初からITU-T、ISO/IECの

両方の国際標準化団体へ主要メンバーとして継続的に参加

H.261H.261 H.263H.263 H.263+H.263+

MPEG-1MPEG-1

MPEG-4v1MPEG-4v1

MPEG-4v2MPEG-4v2

MPEG-4v3MPEG-4v3

H.26LH.26LH.263++H.263++

ITU-T

ISO/
IEC

H.262/
MPEG-2
（Collaboration）

H.262/
MPEG-2
（Collaboration）

H.264/
AVC

（Collaboration）

H.264/
AVC

（Collaboration）

'90 '91 '92 '93 '94 '95 '96 '97 '98 '99 '00 '01 '02 '03 '04

国際標準化への当社の対応国際標準化への当社の対応
画像関連
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13

富士通の必須国際標準特許富士通の必須国際標準特許

ライセンス管理団体“MPEG-LA”で管理している映像国際標準MPEG-
2/4、H.263、H.264、VC-1（WMV）の全てで必須特許認定済

注）MPEG-LAのホームページより抜粋（http://www.mpegla.com/）

画像関連
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グローバルな研究開発・標準化活動グローバルな研究開発・標準化活動

Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4
2006 2007

マルチホップリレー
IEEE 802.16j 

標準化

TG
発足 Draft 標準化完

#46 #47 #48 #49 #50 #51#45#44#43

次世代WiMAX
IEEE 802.16m

標準化

TG
発足

提案
招聘

提案
招聘

200８

Draft

技術寄書
提案

研究開発 富士通研究所、海外研究所（北米、欧州、中国）、
海外関連会社（北米）

エディタ
輩出

WiMAX
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グローバル標準化推進体制

IEEE 802

802.16maint

802.16j

etc.

WiMAX Forum
Board of Directors

TWG/CWG

NWG

SPWG 802.20
etc.

802.16m

国内部門 海外拠点

電子デバ
イス部門開発部門 研究所

関係
会社

中国
研究所

LSI開発基地局・
端末開発

基地局基盤技術

法務・知
的財産
権部門

ｽﾀﾝﾀﾞｰ
ﾄﾞ戦略

北米
研究所

欧州
研究所

WiMAX
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免責事項免責事項

このプレゼンテーション資料、及びミーティングで配布されたその他の資料や情報、及び質疑応答で話した内
容には、現時点の経営予測や仮説に基づく、将来の見通しに関する記述が含まれています。これらの将来
の見通しに関する記述において明示または黙示されていることは、既知または未知のリスクや不確実な要因
により、実際の結果・業績または事象と異なることがあります。
実際の結果・業績または事象に影響を与えうるリスクや不確実な要素には、以下のようなものが含まれます
（但しここに記載したものはあくまで例であり、これらに限られるものではありません）

•富士通の提供するサービスまたは製品にとって主要な地域（アメリカ合衆国、ＥＵ諸国、日本、そ
の他アジア諸国など）のマクロ経済環境や市況動向。中でも当社顧客のＩＴ支出に影響を及ぼすよ
うな経済環境要因。
•急速な技術変革や顧客需要の変動。及び富士通が参入しているＩＴ市場、通信市場、電子デバイ

ス市場での激しい価格競争。
•他社との戦略的提携や、合理的条件下での他社との取引を通じて、富士通が特定のビジネスか

ら撤退し、関連資産を処分する可能性。およびこのような撤退・処分から発生する損失の影響。
•特定の知的財産権の利用に関する不確実性。特定の知的財産権の防御に関する不確実性。
•富士通の戦略的提携企業の業績に関する不確実性。
•富士通の保有する国内外企業の株式の価格下落が、損益計算書や貸借対照表などの財務諸表

に与える影響。およびこの保有株式の株価下落により発生した富士通の年金資産の評価減とこ
れを補うために追加拠出される費用の発生による影響
•顧客企業の業績不振、資金ショート、支払不能、倒産などに起因する売掛債権の回収遅延や回収

不能によって、当社が被る損害の影響
•富士通が売上高をあげている主な国の通貨、および富士通が資産や負債を計上している主な国

の通貨と日本円との為替レートの変動により発生する為替差損益の影響（特に、日本円と、イギリ
スポンド、アメリカドルとの間の為替差損益の影響）
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補足資料（特許関係データ）

*弊社の知的財産戦略及び関連の取り組み全般については、
公開ホームページに掲載しております知的財産報告書
（２００７年７月にアップデート予定）をご参照下さい。

（http://jp.fujitsu.com/about/ip/）
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特許ポートフォリオのグローバル構築特許ポートフォリオのグローバル構築

2007年3月31日現在
富士通社内統計資料より

世界における富士通の出願中・登録中特許

出願中
62%

登録中
38%

約90,800件

各地域の出願中・登録中特許比率

３６％２６％

５４％３４％ ６４％

７４％

４６％

６６%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

 日本 北米 欧州 ｱｼﾞｱ　　　　
・ｵｾｱﾆｱ

〔件〕 出願中

登録中
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海外事業に伴う継続的な外国出願の強化海外事業に伴う継続的な外国出願の強化

※国際特許協力条約に基づく日本出願含む 富士通社内統計資料より

0

2,000

4,000

6,000

8,000

1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006年度

〔件〕

国内出願

0

2,000

4,000
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8,000
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〔件〕

0
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100
〔％〕

アジア・オセアニア
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北米

外国出願率

外国出願(延件数)出
願
件
数

外
国
出
願
率
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コア事業に集中した特許出願コア事業に集中した特許出願

国際特許分類別内訳 （2006年1月～12月）

登録特許　１，８３５件

G11C

H04N

G06Q

H04Q
H04J

H04B G11B

H01L

174件 9%

H04L

226件 12%

G06F

362件 20%

G02F, G02B, H04M ・・・

公開特許　３，８４７件

H04Q

H05K

G06F

921件 24%

H04L

330件 9%

H01L

500件 13%

G11BG06Q

H04B

H04N

H04M

G01R, G06K, G02B ・・・

G06F：電気的デジタルデ－タ処理 　（情報処理関連）

H04L：デジタル情報の伝送,例.電信通信　（ネットワーク関連）

H01L：半導体装置,他に属さない電気的固体装置  （電子デバイス関連）

特許庁公開データによる自社調査※国際特許協力条約に基づく日本出願を含まず
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特許件数推移①－G06F（情報処理関連）特許件数推移①－G06F（情報処理関連）

G06F公開特許件数推移

富士通

富士通

Ａ社

Ａ社

Ｂ社

Ｂ社

Ｃ社

Ｃ社

Ｄ社

Ｄ社

Ｅ社

Ｅ社

Ｆ社

Ｆ社

Ｇ社

Ｇ社

0

500

1000

1500

2000

2002 2003 2004 2005 2006 年

〔件〕

各年１月～１２月

公開日カウント
G06F登録特許件数推移

富士通

富士通

Ａ社

Ａ社

Ｂ社
Ｂ社

Ｃ社
Ｃ社

Ｄ社

Ｄ社

Ｅ社

Ｅ社

Ｆ社 Ｆ社

Ｇ社

Ｇ社

0

250

500

750

2002 2003 2004 2005 2006 年

〔件〕

各年１月～１２月

登録公報発行日カウント

特許庁公開データによる自社調査

※2006年公開件数で富士通を除く上位７社と比較

G06F：電気的デジタルデ－タ処理
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特許件数推移②-H04L（ネットワーク関連）特許件数推移②-H04L（ネットワーク関連）

H04L公開特許件数推移

富士通

富士通

Ａ社Ａ社

Ｂ社Ｂ社

Ｃ社

Ｃ社

Ｄ社

Ｄ社

Ｅ社 Ｅ社
Ｆ社

Ｆ社

Ｇ社

Ｇ社

0

200

400

600

2002 2003 2004 2005 2006 年

〔件〕

各年１月～１２月

公開日カウント
H04L登録特許件数推移

富士通

富士通

Ａ社

Ａ社

Ｂ社

Ｂ社

Ｃ社

Ｃ社

Ｄ社

Ｄ社

Ｅ社

Ｅ社

Ｆ社

Ｆ社

Ｇ社

Ｇ社

0

200

400

2002 2003 2004 2005 2006 年

〔件〕

各年１月～１２月

登録公報発行日カウント

特許庁公開データによる自社調査

※2006年公開件数で富士通を除く上位７社と比較

H04L：デジタル情報の伝送
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H01L公開特許件数推移

富士通

富士通

Ａ社

Ａ社

Ｂ社 Ｂ社

Ｃ社

Ｃ社

Ｄ社

Ｄ社

Ｅ社

Ｅ社

Ｆ社

Ｆ社

Ｇ社

Ｇ社

0

600

1200

1800

2002 2003 2004 2005 2006 年

〔件〕

各年１月～１２月

公開日カウント
H01L登録特許件数推移

富士通

富士通

Ａ社
Ａ社

Ｂ社

Ｂ社

Ｃ社

Ｃ社

Ｄ社

Ｄ社

Ｅ社Ｅ社

Ｆ社

Ｆ社

Ｇ社

Ｇ社

0

250

500

750

2002 2003 2004 2005 2006 年

〔件〕

各年１月～１２月

登録公報発行日カウント

特許庁公開データによる自社調査

※2006年公開件数で富士通を除く上位７社と比較

H01L：半導体装置,他に属さない電気的固体装置

特許件数推移③-H01L（電子デバイス関連）特許件数推移③-H01L（電子デバイス関連）
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ビジネスグループ別特許状況ビジネスグループ別特許状況

2007年3月31日現在
富士通社内統計資料より

出願・登録特許ビジネスグループ別比率

その他
4%

研究所
31%

電子ﾃﾞﾊﾞｲｽ
19%

ｿﾘｭｰｼｮﾝ
13%

ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄ
33%

ビジネスグループ別出願・登録特許内訳

５５％

２９％４７％

３８％

４１％
４５％

７１％

５３％

６２％

５９％

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

ｿﾘｭｰｼｮﾝ ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄ 電子ﾃﾞﾊﾞｲｽ 研究所 その他

〔件〕 出願中

登録中
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日・米におけるポジション日・米におけるポジション

2006年 国内登録件数ランキング

2,911

2,477

2,352

2,293

2,289

1,869

1,843

1,835

1,824

1,714

1,689

1,639

1,474

1,455

1,190

1,140

1,109

875

809

3,948

0 1,000 2,000 3,000 4,000

1位 松下電器産業

2位 東芝

3位 セイコーエプソン

4位 日立製作所

5位 三菱電機

6位 キヤノン

7位 ソニー

8位 デンソー

9位 富士通

10位 本田技研工業

11位 日産自動車

12位 リコー

13位 シャープ

14位 三洋電機

15位 トヨタ自動車

16位 富士写真フイルム

17位 松下電工

18位 日本電信電話

19位 富士ゼロックス

20位 三星電子

〔件〕

2006年 米国特許登録件数ランキング

2,453

2,378

2,273

2,113

1,962

1,810

1,749

1,717

1,612
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1位 ＩＢＭ

2位 SAMSUNG

3位 キヤノン

4位 松下電器産業

5位 HP DEVELOPMENT

6位 INTEL

7位 ソニー

8位 日立

9位 東芝

10位 MICRON

11位 富士通

12位 MICROSOFT

13位 ｾｲｺｰｴﾌﾟｿﾝ

14位 ＧＥ

15位 富士写真ﾌｲﾙﾑ

16位 INFINEON

17位 PHILIPS

18位 ＴＩ

19位 INFINEON

20位 本田技研工業

〔件〕

登録公報発行日カウント

特許庁公開データによる自社調査

公報発行日　全出願人カウント

出典:ＩＦＩ CLAIMS Patent Services社
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